
22年度補助金調書

補助金名 担当部課

補助金の目的

補助金の分類

根拠法令等
根拠法令
等の名称

補助金交付先
　■団体
　□個人

代表者

構成団体数 1 構成人数 1

□団体側
□いる
□いない

いる場合、
人件費

　　人分 千円

□市側

補助事務に係る
職員の人件費

職員数 1人 従事日数 90日 人件費 2705千円

■有　□無 ■有　□無 ■有　□無 ■有　□無

　制度発足後
　　の経過年数

発足年度

　過去の
　　見直しの状況

補助率

１８年度
単    価

１８年度
数    量

■その他

補助金算出根拠
根拠

の内容

特定財源の有無
特定財源
の内容

補助金の効果
効果測定
の方法

効果の内容

備考

児童福祉法による保育単価の30%を限度とする基本保育分
と、各基準額に基づく特別保育分。

船橋市 八千代市 鎌ヶ谷市

　■有　　□無 申請毎の書類提出による

　□有　　■無

　□定額補助
児童福祉法による保育単価の30%を限度とする基本保育分
と、各基準額に基づく特別保育分。

　□単価を定め数量を乗じる補助　　

児童一人にかかる諸経費が、公立で運営した場合よりも抑えられるにも関わらず、
保育の内容が公立と同質以上を保っている。

補助金額（千円）
19年度決算 20年度決算 21年度決算

46,043千円 52,101千円 55,165千円

　■有　　□無

この場合、これにかかる人件費は
どのくらいか

　　交付先の
　　　　決算状況

収入に占める
補助金の割合

　■５０％以下　　□５０％超　　□１００％
　□補助交付先によって異なる

決算剰余金と
補助金の比較

　■剰余金の方が少ない　　□同　額　　□剰余金の方が多い
　□剰余金は発生していない

22年度予算

平成19年度

補助の形態

　□補助率を定め補助（□１／２以下　□１／２超　□１００％）　　　

この場合、人件費分を補助している
か

61,862千円

近隣市の状況 千葉市

　□法律　□条例　□規則
　■要綱　□要領
　□その他（　　　　　　　　）　□無

習志野市民間認可保育所運営費補助金交付
要綱

社会福祉法人ひこばえ
理事長　茂呂利男

児童福祉法第24条第1項の規定により保育する必要があると認め
る児童を現に保育している民間認可保育所を設置するもの。

民間認可保育所設置者
（現1ヶ所）

事業対象者及び数

職員数　人、従事日数　人、人件費　　　　千円

補　助　金　調　書

民間認可保育所運営費補助金
こども部
こども保育課

民間認可保育所の健全な運営及び児童の保育の内容の向上を図る。

　■事業費補助金　　　□団体補助（市施策補完型）　　　□団体補助（団体育成型）
　□公共的な事業補助金　　　□建設的事業費補助金
　□サービス格差是正補助金　　　□利子補給

　■５年以下　□６年以上～１０年以下　□１１年以上

事務局の所在



22年度補助金調書

補助金名 担当部課

補助金の目的

補助金の分類

根拠法令等
根拠法令
等の名称

補助金交付先
　□団体
　■個人

代表者

構成団体数 構成人数

□団体側
□いる
□いない

いる場合、
人件費

　　人分 千円

□市側

補助事務に係る
職員の人件費

職員数 2人 従事日数 120日 人件費 3,607千円

□有　■無 ■有　□無 □有　■無 □有　■無

保護者が負
担した保育料
月額の2分の
1（上限有）

　制度発足後
　　の経過年数

発足年度

　過去の
　　見直しの状況

補助率

１８年度
単    価

１８年度
数    量

■その他

補助金算出根拠
根拠

の内容

特定財源の有無
特定財源
の内容

補助金の効果
効果測定
の方法

効果の内容

備考

17,633千円 17,140千円

船橋市 八千代市 鎌ヶ谷市

　■有　　□無 利用者数

　□有　　■無

民間保育施設の保育料と認可保育所の保育料の差額を助
成。ただし、４０，０００円／人／月限度

補助の形態

　□補助率を定め補助（□１／２以下　□１／２超　□１００％）　　　

　□単価を定め数量を乗じる補助　　

　□定額補助
民間保育施設の保育料と認可保育所の保育料の差額を助
成。ただし、４０，０００円／人／月限度

補助金額（千円）
１９年度決算 ２０年度決算 ２１年度決算

11,842千円

事業対象者及び数

　□５０％以下　　□５０％超　　□１００％
　□補助交付先によって異なる

決算剰余金と
補助金の比較

　□剰余金の方が少ない　　□同　額　　□剰余金の方が多い
　□剰余金は発生していない

補助対象施設の増加等による利用者の増加自体が、待機児童対策の一環としての本事業の効
果を示している。

近隣市の状況 千葉市

　　交付先の
　　　　決算状況

収入に占める
補助金の割合

　■有　　□無

　□５年以下　■６年以上～１０年以下　□１１年以上

補助対象施設について手続規定を設ける（H21.10.1）

　□法律　□条例　□規則
　■要綱　□要領
　□その他（　　　　　　　　）　□無

習志野市民間保育施設入所児童助成金交付
要綱

市内の民間保育施設に入所している児童の保
護者

２２年度予算

平成１４年度

40,268千円

市内の民間保育施設に入所してい
る児童の保護者　対象者延べ102

名

事務局の所在

この場合、人件費分を補助している
か

この場合、これにかかる人件費は
どのくらいか

職員数　人、従事日数　人、人件費　　　　千円

補　助　金　調　書

民間保育施設入所児童助成金
こども部
こども保育課

市内の民間保育施設に入所している児童の保護者に対し、助成金を交付することにより保護者
の負担軽減を図り、もって児童福祉の増進に寄与する。

　□事業費補助金　　　□団体補助（市施策補完型）　　　□団体補助（団体育成型）
　□公共的な事業補助金　　　□建設的事業費補助金
　■サービス格差是正補助金　　　□利子補給



22年度補助金調書

補助金名 担当部課

補助金の目的

補助金の分類

根拠法令等
根拠法令
等の名称

補助金交付先
　□団体
　■個人

代表者

構成団体数 構成人数

□団体側
□いる
□いない

いる場合、
人件費

　　人分 千円

□市側

補助事務に係る
職員の人件費

職員数 3人 従事日数 80日 人件費 2,404千円

■有　□無 ■有　□無 ■有　□無 ■有　□無

国庫補助
分＋市単
分33,000
円

国庫補助
分＋市単
分37,000
円

国庫補助
分＋市単
分28,000
円

国庫補助
分＋市単
分17,000
円

　制度発足後
　　の経過年数

発足年度

　過去の
　　見直しの状況

補助率

１８年度
単    価

１８年度
数    量

□その他

補助金算出根拠
根拠

の内容

特定財源の有無
特定財源
の内容

補助金の効果
効果測定
の方法

効果の内容

備考

　■有　　□無 幼稚園就園奨励費補助金（国）補助率１/３

106,223千円

私立幼稚園に通園する３～５歳児の保護者

事業対象者及び数
私立幼稚園に通園する３～５歳児

の保護者（対象児童1,374人）

この場合、人件費分を補助している
か

補助金額（千円）
１９年度決算 ２０年度決算 ２１年度決算

93,895千円　 91,266千円 97,627千円

　　交付先の
　　　　決算状況

収入に占める
補助金の割合

　□５０％以下　　□５０％超　　□１００％
　□補助交付先によって異なる

決算剰余金と
補助金の比較

　□剰余金の方が少ない　　□同　額　　□剰余金の方が多い
　□剰余金は発生していない

国庫補助対象分＋市単独分（児童１人あたり一律30,000
円）

私立幼稚園に通園する幼児の保護者の経済的負担が軽減できる。

　■有　　□無

　■有　　□無 公立・私立・私立類似施設を含めた就学前児童の就園率

昭和５０年度

補助の形態

　□補助率を定め補助（□１／２以下　□１／２超　□１００％）　　　

　□単価を定め数量を乗じる補助　　

　■定額補助

３０，０００円/人、所得により割り増し有

近隣市の状況 千葉市

　□法律　□条例　□規則
　■要綱　□要領
　□その他（　　　　　　　　）　□無

習志野市私立幼稚園就園奨励費補助金交付
要綱

職員数　人、従事日数　人、人件費　　　　千円

船橋市 八千代市 鎌ヶ谷市

２２年度予算

補　助　金　調　書

私立幼稚園就園奨励費補助金
こども部
こども保育課

私立幼稚園に通園する園児の保護者負担を軽減するとともに、公立幼稚園との保育料の格差
是正を図る。

　□事業費補助金　　　□団体補助（市施策補完型）　　　□団体補助（団体育成型）
　□公共的な事業補助金　　　□建設的事業費補助金
　■サービス格差是正補助金　　　□利子補給

　□５年以下　□６年以上～１０年以下　■１１年以上

平成１９年度より、市単独分を28,000円から30,000円の増額した。

事務局の所在
この場合、これにかかる人件費は
どのくらいか



22年度補助金調書

補助金名 担当部課

補助金の目的

補助金の分類

根拠法令等
根拠法令
等の名称

補助金交付先
■団体
□個人

代表者

構成団体数 構成人数
会員数

27,853人

■団体側
■いる
□いない

いる場合、
人件費

12人分
60,067千

円

□市側

補助事務に係る
職員の人件費

職員数 1人 従事日数 5日 人件費 150千円

■有　□無 ■有　□無 ■有　□無 ■有　□無

　制度発足後
　　の経過年数

発足年度

　過去の
　　見直しの状況

補助率

１８年度
単    価

１８年度
数    量

■その他

補助金算出根拠
根拠

の内容

特定財源の有無
特定財源
の内容

補助金の効果
効果測定
の方法

効果の内容

備考

　■有　　□無 交付先の事業実績・決算報告

社会福祉協議会の事業運営と組織活動が円滑に実施されている。

　　交付先の
　　　　決算状況

収入に占める
補助金の割合

　■５０％以下　　□５０％超　　□１００％
　□補助交付先によって異なる

決算剰余金と
補助金の比較

　■剰余金の方が少ない　　□同　額　　□剰余金の方が多い
　□剰余金は発生していない

　■有　　□無 習志野市社会福祉協議会補助金交付要綱

　■有　　□無 地域コミュニティ推進支援事業補助金（県補助）

補助の形態

　□補助率を定め補助（□１／２以下　□１／２超　□１００％）　　　

　□単価を定め数量を乗じる補助　　

　□定額補助 人件費の一部及び補助対象事業に対する全額補助

鎌ヶ谷市

　□５年以下　□６年以上～１０年以下　■１１年以上 昭和42年度

・定額補助から事業費に応じた補助額へ変更
・要綱制定により補助対象経費を明確化した（平成17年度）

近隣市の状況 千葉市 船橋市 八千代市

22年度予算

67,363 69,246 68,391 66,466
補助金額（千円）

19年度決算 20年度決算 21年度決算

事業対象者及び数 全市民（162,099人）

事務局の所在

この場合、人件費分を補助している
か

この場合、これにかかる人件費は
どのくらいか

職員数　　人、従事日数　　　、人件費　　　千円

　□事業費補助金　　　■団体補助（市施策補完型）　　　□団体補助（団体育成型）
　□公共的な事業補助金　　　□建設的事業費補助金
　□サービス格差是正補助金　　　□利子補給

　□法律　■条例　□規則
　■要綱　□要領
　□その他（　　　　　　　　）　□無

習志野市社会福祉法人助成条例
習志野市社会福祉協議会補助金交付要綱

会長　海寳　嘉胤社会福祉法人　習志野市社会福祉協議会

補　助　金　調　書

習志野市社会福祉協議会補助金 保健福祉部　社会福祉課

社会福祉協議会事業の効率的運営と組織活動を支援し、地域福祉の増進を図る。



22年度補助金調書

補助金名 担当部課

補助金の目的

補助金の分類

根拠法令等
根拠法令
等の名称

補助金交付先 代表者

構成団体数 1団体 構成人数
会員数
９５２名

■団体側
■いる
□いない

いる場合、
人件費

　１０　人分
１０人分の一部

30,965千円

□市側

補助事務に係る
職員の人件費

職員数 １人 従事日数 ３日 人件費 ９０千円

■有　□無 ■有　□無 □有　□無 ■有　□無

約
１０，９００万
円

約
６，６００万円

約
２，７５０万円

約
１，５３０万円

　制度発足後
　　の経過年数

発足年度

　過去の
　　見直しの状況

補助率

２２年度
単    価

２２年度
数    量

■その他

補助金算出根拠
根拠

の内容

特定財源の有無
特定財源
の内容

補助金の効果
効果測定
の方法

効果の内容

備考

補　助　金　調　書

社団法人　習志野市シルバー人材センター事業補助金
保健福祉部
高齢社会対策課

高齢者に適した仕事を開拓し、請負い、高齢者の社会参加の促進と生きがいの充実を図るた
め、シルバー人材センターの職員の人件費に対して補助する。

　□事業費補助金　　　□団体補助（市施策補完型）　　　■団体補助（団体育成型）
　□公共的な事業補助金　　　□建設的事業費補助金
　□サービス格差是正補助金　　　□利子補給

　□５年以下　□６年以上～１０年以下　■１１年以上

平成１６年度より県費補助金がなくなった。
平成１７年度から、年額１００万円減、５年間減額

事務局の所在

この場合、人件費分を補助している
か

１３，７７４千円　

近隣市の状況 千葉市

　□法律　□条例　□規則
　■要綱　□要領
　□その他（　　　　　　　　）　□無

社団法人習志野市シルバー人材センター補助金交付要綱

社団法人　習志野市シルバー人材センター 会長　吉野　和男

シルバー人材センター会員９５２名事業対象者及び数

この場合、これにかかる人件費は
どのくらいか

　　交付先の
　　　　決算状況

収入に占める
補助金の割合

　■５０％以下　　□５０％超　　□１００％
　□補助交付先によって異なる

決算剰余金と
補助金の比較

　■剰余金の方が少ない　　□同　額　　□剰余金の方が多い
　□剰余金は発生していない

２２年度予算

　　　昭和５６年度

補助の形態

　□補助率を定め補助（□１／２以下　□１／２超　□１００％）　　　

　□単価を定め数量を乗じる補助　　

６０歳以上の方を対象にした就業活動の拠点として働く意欲のある高齢者の能力を生かし、活躍
の場を提供することができる

　■有　　□無 センター職員の人件費

補助金額（千円）
１９年度決算 ２０年度決算 ２１年度決算

１５，７７４千円　 １４，７７４千円　 １３，７７４千円　

船橋市 八千代市 鎌ヶ谷市

　■有　　□無 会員数、就業率、契約件数

　■有　　□無
国庫補助として高年齢者就業機会確保事業費等補助金の
交付あり、だが、シルバーへ直接交付される。

　□定額補助



22年度補助金調書

補助金名 担当部課

補助金の目的

補助金の分類

根拠法令等
根拠法令
等の名称

補助金交付先 代表者

構成団体数
５５クラブ
１連合会

構成人数
会員数

２，５６６人

□団体側
□いる
■いない

いる場合、
人件費

　　人分 千円

■市側

補助事務に係る
職員の人件費

職員数 ２人 従事日数 ３０日 人件費   １，８００千円

■有　□無 ■有　□無 ■有　□無 ■有　□無

・単位クラブ
・区老連
・市老連
約4400万円

・単位クラブ
・市老連
約2900万円

・単位クラブ
・市老連
約830万円

・単位クラブ
・市老連
約390万円

　制度発足後
　　の経過年数

発足年度

　過去の
　　見直しの状況

補助率

２２年度
単    価

別紙要綱
参照

２２年度
数    量

別紙要綱
参照

□その他

補助金算出根拠
根拠

の内容

特定財源の有無
特定財源
の内容

補助金の効果
効果測定
の方法

効果の内容

備考

事務局の所在

この場合、人件費分を補助している
か

この場合、これにかかる人件費は
どのくらいか

職員数２人、従事日数１名２１３日、１名３０日
人件費７，３００千円

６０歳以上のあじさいクラブ会員
２，５６６人

事業対象者及び数

補　助　金　調　書

習志野市老人クラブ事業補助金
保健福祉部
高齢社会対策課

高齢者の生きがいと、健康づくりのための多様な社会活動を促進するため、単位クラブ及びあじ
さいクラブ連合会の事業に対し、補助金を交付する。

　□事業費補助金　　　□団体補助（市施策補完型）　　　■団体補助（団体育成型）
　□公共的な事業補助金　　　□建設的事業費補助金
　□サービス格差是正補助金　　　□利子補給

　□５年以下　□６年以上～１０年以下　■１１年以上

補助基準を明確にするため、平成１４年４月に要綱制定

　□法律　□条例　□規則
　■要綱　□要領
　□その他（　　　　　　　　）　□無

習志野市老人クラブ事業補助金交付要綱

単位老人クラブ及びあじさいクラブ連合会 会長　平野 了照

２２年度予算

　　　昭和３８年度

補助の形態

　□補助率を定め補助（□１／２以下　□１／２超　□１００％）　　　

　■単価を定め数量を乗じる補助　　

　□定額補助

6,544千円　

近隣市の状況 千葉市

　　交付先の
　　　　決算状況

収入に占める
補助金の割合

　□５０％以下　　□５０％超　　□１００％
　■補助交付先によって異なる

決算剰余金と
補助金の比較

　■剰余金の方が少ない　　□同　額　　□剰余金の方が多い
　□剰余金は発生していない

高齢者が健康で安心して生き生きと暮らせる社会の実現が図れる。

　■有　　□無 クラブ数、クラブ会員により算出

補助金額（千円）
１９年度決算 ２０年度決算 ２１年度決算

6,660千円　 6,315千円　 6,166千円　

船橋市 八千代市 鎌ヶ谷市

　■有　　□無 クラブ会員数、各事業への参加数

　■有　　□無
県補助金
老人クラブ活動等事業（２１年度決算額　１，３９８千円）



22年度補助金調書

補助金名 担当部課

補助金の目的

補助金の分類

根拠法令等
根拠法令
等の名称

補助金交付先 代表者

構成団体数
189町会、
自治会

構成人数

■団体側
□いる
■いない

いる場合、
人件費

　　人分 千円

□市側

補助事務に係る
職員の人件費

職員数 ２人 従事日数 １１０日 人件費 3,307千円

■有　□無 ■有　□無 ■有　□無 ■有　□無

4月時点の
電気料の9
割を12ヶ月
分

4月時点の電
気料に12ヶ月
を乗じ修繕管
理費として年
660円

維持管理
費として年
間
2,100円/
灯

4月時点の電
気料に12ヶ月
を乗じ修繕管
理費として年
600円

　制度発足後
　　の経過年数

発足年度

　過去の
　　見直しの状況

補助率

２２年度
単    価

２２年度
数    量

■その他

補助金算出根拠
根拠

の内容

特定財源の有無
特定財源
の内容

補助金の効果
効果測定
の方法

効果の内容

備考

防犯灯の設置によって、安心感を得られる。

　□有　　■無

補助金額（千円）
１９年度決算 ２０年度決算 ２１年度決算

19,094千円　 21,669 20,059

近隣市の状況 千葉市

　　交付先の
　　　　決算状況

収入に占める
補助金の割合

　■有　　□無

補助の形態

　□補助率を定め補助（□１／２以下　□１／２超　□１００％）　　　

　□単価を定め数量を乗じる補助　　

　□定額補助 　１灯あたりの補助金額は年間の電気料を上限に補助

事業対象者及び数

船橋市 八千代市 鎌ヶ谷市

　□５０％以下　　□５０％超　　□１００％
　■補助交付先によって異なる

決算剰余金と
補助金の比較

　□剰余金の方が少ない　　□同　額　　□剰余金の方が多い
　□剰余金は発生していない

各町会が自ら防犯灯設置の必要性を考え、市との協働で維持管理費を負担することによる防犯
意識の醸成と、道路照明灯と同水準の視認性確保を目的としたものではないが、安心感を得る
ことに寄与している。

１灯あたりの年間電気料金（20Ｗ～40Ｗ）に
管理灯数を乗じた額

　■有　　□無

　□５年以下　□６年以上～１０年以下　■１１年以上

「習志野市補助金等交付規則の全部改正及び既存補助金の要綱に係る見直し等」（平成20年2
月1日）に伴い、当該要綱を平成20年4月1日に改正。

　□法律　□条例　□規則
　■要綱　□要領
　□その他（　　　　　　　　）　□無

習志野市防犯灯維持管理費補助金交付要綱

各町会・自治会 各会長

２２年度予算

昭和46年度

20,756

全市民

事務局の所在

この場合、人件費分を補助している
か

この場合、これにかかる人件費は
どのくらいか

職員数　人、従事日数　人、人件費　　　　千円

平成23年度より、補助金交付事務について安全対策室に所管替えを予定

補　助　金　調　書

習志野市防犯灯維持管理費補助金 都市整備部道路交通課

町会・自治会が管理する防犯灯の維持管理費の一部を補助し、地域の防犯意識を高め、犯罪・
事故を防止する。

　□事業費補助金　　　□団体補助（市施策補完型）　　　□団体補助（団体育成型）
　■公共的な事業補助金　　　□建設的事業費補助金
　□サービス格差是正補助金　　　□利子補給



22年度補助金調書

補助金名 担当部課

補助金の目的

補助金の分類

根拠法令等
根拠法令
等の名称

補助金交付先
■団体
□個人

代表者

構成団体数 構成人数

■団体側
■いる
□いない

いる場合、
人件費

11人分の
一部

□市側

補助事務に係る
職員の人件費

職員数 １人 従事日数 ３日 人件費 ９０千円

□有　■無 □有　■無 □有　■無 □有　■無

　制度発足後
　　の経過年数

発足年度

　過去の
　　見直しの状況

補助率

１８年度
単    価

１８年度
数    量

■その他

補助金算出根拠
根拠

の内容

特定財源の有無
特定財源
の内容

補助金の効果
効果測定
の方法

効果の内容

備考

職員数　人、従事日数　人、人件費　　　　千円

他市と異なり、財団自らがホール建物を建設し、管理運営もしている。

補　助　金　調　書

習志野文化ホール運営費等補助金
生涯学習部
社会教育課

習志野文化ホールの経営の安定化と、借入金債権者への実質的な担保の提供。

　□事業費補助金　　　□団体補助（市施策補完型）　　　□団体補助（団体育成型）
　■公共的な事業補助金　　　□建設的事業費補助金
　□サービス格差是正補助金　　　□利子補給

　□５年以下　□６年以上～１０年以下　■１１年以上

補助金審査委員会の提言では減額だが、補助金の大部分を占める償還元金・利息については、実質的に債務保証のため、債権者
(銀行)の意向抜きに手を付けられないため、今後公益法人改革の動向も踏まえて、財団と協議していく。平成２２年度については市派
遣職員が１名増員、使用料収入の減少等により、平成２１年度予算と比較して運営費補助金が６，８３５千円増となり、大規模改修工
事償還利息助成金は、元金が年々減っていくことにより５，３１３千円の減。

事務局の所在

この場合、人件費分を補助している
か

182,232

近隣市の状況 千葉市

　□法律　□条例　□規則
　■要綱　□要領
　□その他（　　　　　　　　）　□無

習志野文化ホール運営費等補助金交付要綱

理事長　松盛　弘財団法人　習志野文化ホール

全市民事業対象者及び数

この場合、これにかかる人件費は
どのくらいか

　　交付先の
　　　　決算状況

収入に占める
補助金の割合

　□５０％以下　　■５０％超　　□１００％
　□補助交付先によって異なる

決算剰余金と
補助金の比較

　■剰余金の方が少ない　　□同　額　　□剰余金の方が多い
　□剰余金は発生していない

２２年度予算

昭和５３年度

補助の形態

　□補助率を定め補助（□１／２以下　□１／２超　□１００％）　　　

　□単価を定め数量を乗じる補助　　

平成21年度は冷温水発生機整備等の工事を実施し、安全で快適な施設提供を図ることにより、
件数254件、回数562件の利用と、自主事業では6事業4,726人の入場者があり、市民の芸術文
化活動への参加が図れた。

　■有　　□無 事業活動、投資活動、財務活動の収支差額を補てんする。

補助金額（千円）
１９年度決算 ２０年度決算 ２１年度決算

186,631 179,989 177,425

船橋市 八千代市 鎌ヶ谷市

　■有　　□無 使用状況及び入場者数

　□有　　■無

　□定額補助 大規模改造工事に係る償還元利金の支払いを含む収支差額補てん



22年度補助金調書

補助金名 担当部課

補助金の目的

補助金の分類

根拠法令等
根拠法令
等の名称

補助金交付先 代表者

構成団体数 35 構成人数 14,291

■団体側
□いる
■いない

いる場合、
人件費

　　人分 千円

□市側

補助事務に係る
職員の人件費

職員数 １人 従事日数 １０日 人件費 ３０１千円

□有　■無 ■有　□無 ■有　□無 ■有　□無

　制度発足後
　　の経過年数

発足年度

　過去の
　　見直しの状況

補助率

２２年度
単    価

２２年度
数    量

■その他

補助金算出根拠
根拠

の内容

特定財源の有無
特定財源
の内容

補助金の効果
効果測定
の方法

効果の内容

備考

9,018 5,747

船橋市 八千代市 鎌ヶ谷市

　■有　　□無
市民総合体育大会参加者数
県民体育大会参加者数

　□有　　■無

補助の形態

　□補助率を定め補助（□１／２以下　□１／２超　□１００％）　　　

　□単価を定め数量を乗じる補助　　

　□定額補助 県民体育大会、市民総合体育大会、スポーツ少年団等に係る経費を補助

補助金額（千円）
１９年度決算 ２０年度決算 ２１年度決算

8,975

事業対象者及び数

　□５０％以下　　■５０％超　　□１００％
　□補助交付先によって異なる

決算剰余金と
補助金の比較

　■剰余金の方が少ない　　□同　額　　□剰余金の方が多い
　□剰余金は発生していない

市民総合体育大会の開催や県民体育大会への選手派遣等の活動事業に対し補助をし、平成２
１年度の実績では、市民総合体育大会には３５種目、１０,０５８名が参加した。ただし、平成２１年
度は平成２２年度に千葉県で国民体育が開催されるため県民体育大会は開催しない事となって
いた。

近隣市の状況 千葉市

　　交付先の
　　　　決算状況

収入に占める
補助金の割合

　□有　　■無

財政状況の厳しい中、毎年、事業経費の見直しを行い、経費の削減に努めている。

　□法律　□条例　□規則
　■要綱　□要領
　□その他（　　　　　　　　）　□無

習志野市体育協会活動費補助金交付要綱

習志野市体育協会活動費補助金

習志野市体育協会 塩　田　俊　一

２２年度予算

　　　昭和４７年度

5,747

体育協会加盟団体構成者
14,291人

事務局の所在

この場合、人件費分を補助している
か

この場合、これにかかる人件費は
どのくらいか

職員数　人、従事日数　人、人件費　　　　千円

補　助　金　調　書

生涯学習部生涯スポーツ課

スポーツの普及を主眼とし、広く市民の健康と文化の向上をめざして傘下団体の育成指導、連
絡調整を図る。

　□事業費補助金　　　■団体補助（市施策補完型）　　　□団体補助（団体育成型）
　□公共的な事業補助金　　　□建設的事業費補助金
　□サービス格差是正補助金　　　□利子補給

　□５年以下　□６年以上～１０年以下　■１１年以上




